
特定非営利活動法人コ ク リ エ 定款 

 

第１ 章  総則 

（ 名称）  

第１ 条 こ の法人は、 特定非営利活動法人コ ク リ エと いう 。  

（ 事務所）  

第２ 条 こ の法人は、 主たる 事務所を富山県下新川郡朝日町に置く 。  

 

第２ 章 目的及び事業 

（ 目的）  

第３ 条 こ の法人は富山県朝日町を起点に、 地域に暮ら す人々及び地域に関心がある 人々に対し て、 移住定住

の促進、 関係人口の創出、 地域振興、 住環境など の整備に関する 事業を 行い、 多様な価値観が共生し 、 誰も

が希望や期待を感じ ら れる 持続可能な社会を共創する 地域社会の実現に寄与する こ と を目的と する 。  

（ 特定非営利活動の種類）  

第４ 条 こ の法人は、 その目的を達成する ため、 次に掲げる 種類の特定非営利活動を行う 。  

 (1) ま ちづく り の推進を図る 活動 

 (2) 農山漁村又は中山間地域の振興を図る 活動 

 (3) 環境の保全を図る 活動 

 (4) 社会教育の推進を図る 活動 

 (5) 経済活動の活性化を 図る 活動 

 (6) 前各号に掲げる 活動を行う 団体の運営又は活動に関する 連絡、 助言又は援助の活動 

（ 事業）  

第５ 条 こ の法人は、 その目的を達成する ため、 次の事業を行う 。  

(1) 特定非営利活動に係る 事業 

① 移住定住促進事業 

② 空き 家利活用促進事業及び宅地建物取引業 

③ 地域環境保全事業 

④ 地域振興事業 

⑤ 関係人口創出事業 

⑥ その他、 こ の法人の目的を達成する ために必要な事業 

(2) その他の事業 

① 物品販売事業 

２  前項第２ 号に掲げる 事業は、 同項第１ 号に掲げる 事業に支障がない限り 行う も のと し 、 利益を 生じ た場合

は、 同項第１ 号に掲げる 事業に充てる も のと する 。  

 

第３ 章 会員 

（ 種別）  

第６ 条 こ の法人の会員は、 次の２ 種と し 、 正会員をも って特定非営利活動促進法（ 以下「 法」 と いう 。） 上の



社員と する 。  

(1) 正会員 こ の法人の目的に賛同し て入会し た個人及び団体 

(2) 賛助会員 こ の法人の事業を賛助する ために入会し た個人及び団体 

（ 入会）  

第７ 条 会員の入会については、 特に条件を定めない。  

２  会員と し て入会し よ う と する も のは、 代表理事が別に定める 入会申込書によ り 、 代表理事に申し 込むも の

と し 、 代表理事は、 正当な理由がない限り 、 入会を認めなければなら ない。  

３  代表理事は、 前項のも のの入会を 認めないと き は、 速やかに、 理由を付し た書面を も って本人にその旨を

通知し なければなら ない。  

（ 入会金及び会費）  

第８ 条 会員は、 理事会において別に定める 入会金及び会費を 納入し なければなら ない。  

（ 会員の資格の喪失）  

第９ 条 会員が次の各号の一に該当する に至ったと き は、 その資格を喪失する 。  

(1) 退会届の提出をし たと き 。  

(2) 本人が死亡し 、 又は会員である 団体が消滅し たと き 。  

(3) 継続し て１ 年以上会費を滞納し たと き 。  

(4) 除名さ れたと き 。  

（ 退会）  

第 10 条 会員は、 代表理事が別に定める 退会届を代表理事に提出し て、 任意に退会する こ と ができ る 。  

（ 除名）  

第 11 条 会員が次の各号の一に該当する に至ったと き は、理事会の議決によ り 、こ れを除名する こ と ができ る 。

こ の場合、 その会員に対し 、 議決の前に弁明の機会を 与えなければなら ない。  

(1) こ の定款等に違反し たと き 。  

(2) こ の法人の名誉を傷つけ、 又は目的に反する 行為をし たと き 。  

 

第４ 章 役員及び職員 

（ 種別及び定数）  

第 12 条 こ の法人に次の役員を置く 。  

(1) 理事 ３ 人以上 

(2) 監事 １ 人以上 

２  理事のう ち、 １ 人を代表理事、 ２ 人を副代表理事と する 。  

（ 選任等）  

第 13 条 理事は理事会において選任し 、 監事は総会において選任する 。  

２  代表理事及び副代表理事は、 理事の互選と する 。  

３  役員のう ちには、 それぞれの役員について、 その配偶者若し く は３ 親等以内の親族が１ 人を超えて含ま れ、

又は当該役員並びにその配偶者及び３ 親等以内の親族が役員の総数の３ 分の１ を超えて含ま れる こ と になっ

てはなら ない。  

４   監事は、 理事又はこ の法人の職員を兼ねる こ と ができ ない。  



（ 職務）  

第 14 条  代表理事は、 こ の法人を代表し 、 その業務を総理する 。  

２  代表理事以外の理事は、 法人の業務について、 こ の法人を 代表し ない。  

３   副代表理事は、 代表理事を補佐し 、 代表理事に事故ある と き 又は代表理事が欠けたと き は、 代表理事があ

ら かじ め指名し た順序によ って、 その職務を代行する 。  

４   理事は、 理事会を構成し 、 こ の定款の定め及び理事会の議決に基づき 、 こ の法人の業務を執行する 。  

５   監事は、 次に掲げる 職務を行う 。  

(1) 理事の業務執行の状況を監査する こ と 。  

(2) こ の法人の財産の状況を監査する こ と 。  

(3) 前２ 号の規定によ る 監査の結果、 こ の法人の業務又は財産に関し 不正の行為又は法令若し く は定款に違

反する 重大な事実がある こ と を発見し た場合には、 こ れを総会又は所轄庁に報告する こ と 。  

(4)  前号の報告をする ため必要がある 場合には、 総会を招集する こ と 。  

(5) 理事の業務執行の状況又はこ の法人の財産の状況について、 理事に意見を述べ、 若し く は理事会の招集

を請求する こ と 。  

（ 任期等）  

第 15 条 役員の任期は、 ２ 年と する 。 ただし 、 再任を妨げない。  

２  前項の規定にかかわら ず、 任期満了後、 後任の監事が総会において選任さ れていない場合には、 任期の末

日後最初の総会が終結する ま でその任期を 伸長する 。  

３  第１ 項の規定にかかわら ず、 任期満了前に、 就任後２ 事業年度が終了し た後の理事会又は総会において後

任の役員が選任さ れた場合には、 当該理事会又は総会が終結する ま でを任期と する 。  

４   補欠のため、 又は増員によ っ て就任し た役員の任期は、 それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期間と

する 。  

５  役員は、 辞任又は任期満了後においても 、 後任者が就任する ま では、 その職務を行わなければなら ない。  

（ 欠員補充）  

第 16 条 理事又は監事のう ち、その定数の３ 分の１ を超える 者が欠けたと き は、遅滞なく こ れを 補充し なけれ

ばなら ない。  

（ 解任）  

第 17 条  役員が次の各号の一に該当する に至っ たと き は、理事は理事会の議決によ り 、監事は総会の議決によ

り 、 こ れを解任する こ と ができ る 。 こ の場合、 その役員に対し 、 議決する 前に弁明の機会を与えなければな

ら ない。  

(1) 職務の遂行に堪えない状況にある と 認めら れる と き 。  

(2) 職務上の義務違反その他役員と し てふさ わし く ない行為があったと き 。  

（ 報酬等）  

第 18 条  役員は、 その総数の３ 分の１ 以下の範囲内で報酬を 受ける こ と ができ る 。  

２  役員には、 その職務を執行する ために要し た費用を弁償する こ と ができ る 。  

３   前２ 項に関し 必要な事項は、 理事会の議決を経て、 代表理事が別に定める 。  

（ 職員）  

第 19 条 こ の法人に、 事務局長その他の職員を置く こ と ができ る 。  



２  職員は、 代表理事が任免する 。  

 

第５ 章 総会 

（ 種別）  

第 20 条 こ の法人の総会は、 通常総会及び臨時総会の２ 種と する 。  

（ 構成）  

第 21 条  総会は、 正会員をも って構成する 。  

（ 権能）  

第 22 条  総会は、 以下の事項について議決する 。  

(1) 定款の変更 

(2)  解散 

(3) 合併 

(4)  事業報告及び活動決算の承認 

(5)  監事の選任又は解任、 職務及び報酬 

(6)  その他運営に関する 重要事項 

（ 開催）  

第 23 条  通常総会は、 毎事業年度１ 回開催する 。  

２   臨時総会は、 次の各号の一に該当する 場合に開催する 。  

(1) 理事会が必要と 認め招集の請求をし たと き 。  

(2) 正会員総数の５ 分の１ 以上から 会議の目的である 事項を 記載し た書面を も っ て招集の請求があっ たと

き 。  

(3) 第 14 条第５ 項第４ 号の規定によ り 、 監事から 招集があったと き 。  

（ 招集）  

第 24 条  総会は、 第 23 条第２ 項第３ 号の場合を除き 、 代表理事が招集する 。  

２   代表理事は、 第 23 条第２ 項第１ 号及び第２ 号の規定によ る 請求があっ たと き は、 その日から 30 日以内に

臨時総会を招集し なければなら ない。  

３   総会を招集する と き は、 会議の日時、 場所、 目的及び審議事項を記載し た書面又は電磁的方法によ り 、 少

なく と も 会日の５ 日前ま でに通知し なければなら ない。  

（ 議長）  

第 25 条  総会の議長は、 その総会において、 出席し た理事の中から 選出する 。  

（ 定足数）  

第 26 条 総会は、 正会員総数の３ 分の１ 以上の出席がなければ開会する こ と ができ ない。  

（ 議決）  

第 27 条 総会における 議決事項は、 第 24 条第３ 項の規定によ ってあら かじ め通知し た事項と する 。 ただし 、

議事が緊急を要する も ので、 出席し た正会員の２ 分の１ 以上の同意があった場合は、 こ の限り ではない。  

２  総会の議事は、 こ の定款に規定する も ののほか、 出席し た正会員の過半数をも って決し 、 可否同数のと き

は、 議長の決する と こ ろによ る 。  

３  理事又は正会員が総会の目的である 事項について提案し た場合において、 正会員の全員が書面又は電磁的



記録によ り 同意の意思表示をし たと き は、 当該提案を 可決する 旨の社員総会の決議があっ たも のと みなす。  

（ 表決権等）  

第 28 条 各正会員の表決権は、 平等なる も のと する 。  

２  やむを 得ない理由のため総会に出席でき ない正会員は、 あら かじ め通知さ れた事項について書面若し く は

電磁的方法をも って表決し 、 又は他の正会員を代理人と し て表決を委任する こ と ができ る 。  

３   前項の規定によ り 表決し た正会員は、 第 26 条、 第 27 条第２ 項、 第 29 条第１ 項第２ 号及び第 49 条の適用

については、 総会に出席し たも のと みなす。  

４  総会の議決について、 特別の利害関係を有する 正会員は、 その議事の議決に加わる こ と ができ ない。  

（ 議事録）  

第 29 条 総会の議事については、 次の事項を記載し た議事録を作成し なければなら ない。  

(1) 日時及び場所 

(2) 正会員総数及び出席者数（ 書面若し く は電磁的方法によ る 表決者又は表決委任者がある 場合にあっ て

は、 その数を付記する こ と 。）  

(3) 審議事項 

(4)  議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する 事項 

２  議事録には、 議長及びその会議において選任さ れた議事録署名人２ 人以上が署名又は記名、 押印し なけれ

ばなら ない。  

３  前２ 項の規定に関わら ず、 正会員全員が書面又は電磁的記録によ り 同意の意思表示をし たこ と によ り 、 総

会の決議があったと みなさ れた場合においては、 次の事項を記載し た議事録を作成し なければなら ない。  

 (1) 総会の決議があっ たも のと みなさ れた事項の内容 

 (2) 前号の事項の提案をし た者の氏名又は名称 

 (3) 総会の決議があっ たも のと みなさ れた日 

 (4) 議事録の作成に係る 職務を行った者の氏名 

 

第６ 章 理事会 

（ 構成）  

第 30 条 理事会は、 理事をも って構成する 。  

（ 権能）  

第 31 条  理事会は、 こ の定款で定める も ののほか、 次の事項を議決する 。  

(1) 総会に付議すべき 事項 

(2) 総会の議決し た事項の執行に関する 事項 

(3) 事業計画及び活動予算並びにその変更 

(4) 理事の選任又は解任、 職務及び報酬 

(5) 入会金及び会費の額 

(6) 借入金（ その事業年度内の収益をも っ て償還する 短期借入金を除く 。 第 48 条において同じ 。） その他新

たなる 義務の負担及び権利の放棄 

(7) 事務局の組織及び運営 



(8) その他総会の議決を要し ない会務の執行に関する 事項 

（ 開催）  

第 32 条  理事会は、 次の各号の一に該当する 場合に開催する 。  

(1) 代表理事が必要と 認めたと き 。  

(2) 理事総数の３ 分の１ 以上から 会議の目的である 事項を記載し た書面をも って招集の請求があったと き 。  

(3) 第 14 条第５ 項第５ 号の規定によ り 、 監事から 招集の請求があったと き 。  

（ 招集）  

第 33 条  理事会は、 代表理事が招集する 。  

２   代表理事は、 第 32 条第２ 号及び第３ 号の規定によ る 請求があったと き は、 その日から 15 日以内に理事会

を招集し なければなら ない。  

３   理事会を 招集する と き は、 会議の日時、 場所、 目的及び審議事項を 記載し た書面を も って、 少なく と も 会

日の５ 日前ま でに通知し なければなら ない。  

（ 議長）  

第 34 条 理事会の議長は、 代表理事若し く は代表理事が指名し た者がこ れに当たる 。  

（ 議決）  

第 35 条  理事会における 議決事項は、第 33 条第３ 項の規定によ ってあら かじ め通知し た事項と する 。ただし 、

議事が緊急を要する も ので、 出席し た理事の３ 分の２ 以上の同意があった場合は、 こ の限り ではない。  

２  理事会の議事は、 理事総数の過半数をも って決し 、 可否同数のと き は、 議長の決する と こ ろによ る 。  

３  理事が理事会の目的である 事項について提案し た場合において、 理事全員が書面又は電磁的記録によ り 同

意の意思表示をし たと き は、 当該提案を可決する 旨の理事会の決議があったも のと みなす。  

（ 表決権等）  

第 36 条 各理事の表決権は、 平等なる も のと する 。  

２  やむを 得ない理由のため理事会に出席でき ない理事は、 あら かじ め通知さ れた事項について書面又は電磁

的方法をも って表決する こ と ができ る 。  

３   前項の規定によ り 表決し た理事は、 第 35 条第２ 項及び第 37 条第１ 項第２ 号の適用については、 理事会に

出席し たも のと みなす。  

４  理事会の議決について、 特別の利害関係を有する 理事は、 その議事の議決に加わる こ と ができ ない。  

（ 議事録）  

第 37 条  理事会の議事については、 次の事項を 記載し た議事録を作成し なければなら ない。  

(1) 日時及び場所 

(2) 理事総数、 出席者数及び出席者氏名（ 書面又は電磁的方法によ る 表決者にあっては、 その旨を付記する

こ と 。）  

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する 事項 

２  議事録には、 議長及びその会議において選任さ れた議事録署名人２ 人以上が署名又は記名、 押印し なけれ

ばなら ない。  

３  前２ 項の規定に関わら ず、 理事全員が書面又は電磁的記録によ り 同意の意思表示を し たこ と によ り 、 理事



会の決議があったと みなさ れた場合においては、 次の事項を記載し た議事録を作成し なければなら ない。  

 (1) 理事会の決議があったも のと みなさ れた事項の内容 

 (2) 前号の事項の提案をし た者の氏名又は名称 

 (3) 理事会の決議があったも のと みなさ れた日 

 (4) 議事録の作成に係る 職務を行った者の氏名 

 

第７ 章  資産及び会計 

（ 資産の構成）  

第 38 条  こ の法人の資産は、 次の各号に掲げる も のをも って構成する 。  

(1) 設立の時の財産目録に記載さ れた資産 

(2) 入会金及び会費 

(3) 寄付金品 

(4) 財産から 生じ る 収益 

(5) 事業に伴う 収益 

(6) その他の収益 

（ 資産の区分）  

第 39 条 こ の法人の資産は、こ れを分けて特定非営利活動に係る 事業に関する 資産及びその他の事業に関する

資産の２ 種と する 。  

（ 資産の管理）  

第 40 条  こ の法人の資産は、 代表理事が管理し 、 その方法は、 理事会の議決を経て、 代表理事が別に定める 。 

（ 会計の原則）  

第 41 条 こ の法人の会計は、 法第 27 条各号に掲げる 原則に従って行う も のと する 。  

（ 会計の区分）  

第 42 条 こ の法人の会計は、こ れを分けて特定非営利活動に係る 事業に関する 会計及びその他の事業に関する

会計の２ 種と する 。  

（ 事業計画及び予算）  

第 43 条  こ の法人の事業計画及びこ れに伴う 活動予算は、代表理事が作成し 、 理事会の議決を経なければなら

ない。  

（ 暫定予算）  

第 44 条  前条の規定にかかわら ず、 やむを得ない理由によ り 予算が成立し ないと き は、 代表理事は、 理事会の

議決を経て、 予算成立の日ま で前事業年度の予算に準じ 収益費用を講じ る こ と ができ る 。  

２  前項の収益費用は、 新たに成立し た予算の収益費用と みなす。  

（ 予算の追加及び更正）  

第 45 条  予算議決後にやむを得ない事由が生じ たと き は、理事会の議決を経て、既定予算の追加又は更正をす

る こ と ができ る 。  

（ 事業報告及び決算）  

第 46 条  こ の法人の事業報告書、 活動計算書、 貸借対照表及び財産目録等の決算に関する 書類は、 毎事業年度

終了後、 速やかに、 代表理事が作成し 、 監事の監査を 受け、 理事会の議決を経たう えで、 当該事業年度終了



後最初の総会において、 その議決を得なければなら ない。  

２  決算上剰余金を生じ たと き は、 次事業年度に繰り 越すも のと する 。  

（ 事業年度）  

第 47 条 こ の法人の事業年度は、 毎年４ 月１ 日に始ま り 翌年３ 月 31 日に終わる 。  

（ 臨機の措置）  

第 48 条 予算をも って定める も ののほか、 借入金の借入れその他新たな義務の負担をし 、 又は権利の放棄をし

よ う と する と き は、 理事会の議決を経なければなら ない。  

 

第８ 章  定款の変更、 解散及び合併 

（ 定款の変更）  

第 49 条 こ の法人が定款を変更し よ う と する と き は、総会に出席し た正会員の４ 分の３ 以上の多数によ る 議決

を経、 かつ、 法第 25 条第３ 項に規定する 以下の事項を変更する 場合、 所轄庁の認証を得なければなら ない。 

(1) 目的 

(2) 名称 

(3) その行う 特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る 事業の種類 

(4) 主たる 事務所及びその他の事務所の所在地（ 所轄庁変更を伴う も のに限る ）  

(5) 社員の得喪に関する 事項 

(6) 役員に関する 事項（ 役員の定数に関する 事項を除く ）  

(7) 会議に関する 事項 

(8) その他の事業を行う 場合における 、 その種類その他当該その他の事業に関する 事項 

(9) 解散に関する 事項（ 残余財産の帰属すべき 事項に限る ）  

(10) 定款の変更に関する 事項 

（ 解散）  

第 50 条  こ の法人は、 次に掲げる 事由によ り 解散する 。  

(1) 総会の決議 

(2) 目的と する 特定非営利活動に係る 事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁によ る 設立の認証の取消し  

２  前項第１ 号の事由によ り こ の法人が解散する と き は、 正会員総数の４ 分の３ 以上の承諾を得なければなら

ない。  

３  第１ 項第２ 号の事由によ り 解散する と き は、 所轄庁の認定を得なければなら ない。  

（ 残余財産の帰属）  

第 51 条 こ の法人が解散（ 合併又は破産手続開始の決定によ る 解散を除く 。） し たと き に残存する 財産は、 法

第 11 条第３ 項に掲げる 者のう ち、 解散時の総会において議決し た者に譲渡する も のと する 。  

（ 合併）  

第 52 条 こ の法人が合併し よ う と する と き は、 総会において正会員総数の４ 分の３ 以上の議決を経、 かつ、 所



轄庁の認証を得なければなら ない。  

 

第９ 章  公告の方法 

（ 公告の方法）  

第 53 条  こ の法人の公告は、 こ の法人の掲示場に掲示する と と も に、 官報に掲載し て行う 。  

 ただし 、法第 28 条の２ 第 1 項に規定する 貸借対照表の公告については、内閣府 N PO 法人ポータ ルサイ ト（ 法

人入力情報欄） に掲載し て行う 。  

第 10 章  雑則 

（ 細則）  

第 54 条  こ の定款の施行について必要な細則は、 理事会の議決を経て、 代表理事がこ れを定める 。  

 

附 則 

１  こ の定款は、 こ の法人の成立の日から 施行する 。  

２   こ の法人の設立当初の役員は、 次に掲げる 者と する 。  

代表理事      善田 洋一郎 

副代表理事    松下 博憲 

副代表理事    安達 晴棟 

監事             青木 元 

３   こ の法人の設立当初の役員の任期は、 第 15 条第１ 項の規定にかかわら ず、 成立の日から 令和４ 年３ 月 31

日ま でと する 。  

４  こ の法人の設立当初の事業計画及び活動予算は、 第 43 条の規定にかかわら ず、設立総会の定める と こ ろに

よ る も のと する 。  

５   こ の法人の設立当初の事業年度は、 第 47 条の規定にかかわら ず、 成立の日から 令和３ 年３ 月 31 日ま でと

する 。  

６   こ の法人の設立当初の入会金及び会費は、 第８ 条の規定にかかわら ず、 次に掲げる 額と する 。  

(1) 正会員入会金     2,000 円 

正会員会費   個人 12,000 円（ １ 年間分）  

        法人 36,000 円（ １ 年間分）  

(2) 賛助会員入会金       0 円 

賛助会員会費  個人１ 口 3,000 円（ １ 年間分）  

        法人１ 口 10,000 円（ １ 年間分）  

７   こ の定款の変更（ 第５ 条の変更） は、 富山県知事の認証があった日から 施行する 。  

 

こ れは、 当法人の変更後の定款に相違あり ま せん。  

令和８ 年７ 月９ 日 

富山県下新川郡朝日町南保１ ８ ４ ５ 番地 

特定非営利活動法人コ ク リ エ 

理事   善田 洋一郎   印 



 

令和８年度の事業計画書 

 

令和８年４月１日から令和９年３月 31日まで 

 

特定非営利活動法人コクリエ 

 

１ 事業実施の方針 

  本年度は、既存の移住定住促進および空き家利活用事業を安定的に継続

しつつ、次年度からの宅地建物取引業の本格稼働に向けた市場調査、実務

体制の整備、および関連機関への免許申請等の準備期間と位置づける。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施

予定日時 

(B)当該事業の実施

予定場所 

(C)従事者の予定人

数 

(D)受益対象者 

の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

①移住定住促

進事業 

朝日町からの受託事業

である空き家バンクの運

営、移住希望者に対する相

談対応、情報提供、および

地域案内等を実施する。 

(A) 通期 

(B)朝日町内 

(C)4 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

5,311,734 

②空き家利活

用促進事業

及び宅地建

物取引業 

 

所有物件の貸付による

住まいの提供、および空き

家を活用したイベントス

ペースの提供・運営を実施

する。 

また、宅地建物取引業開

始に向けた市場調査、事務

所要件の整備、および免許

申請手続き等を行う。 

(A)通期 

(B)朝日町内 

(C)2 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

2,943,254 

③地域環境保

全事業 

（本年度は具体的な活動

予定なし） 

－ － 

 

－ 

④地域振興事

業 

地元商工会等が実施す

る地域活性化事業等の補

助・支援を行う。 

(A)通期 

(B)朝日町内 

(C)1 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

57,091 

⑤関係人口創

出事業 

地域外の人材と連携し

たイベント等の企画・運営

を実施し、関係人口の創出

を図る。 

(A)通期 

(B)富山県内 

(C)1 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

11,301 

 

 

 

 



(2) その他の事業 

事業名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施予定日時 

(B)当該事業の実施予定場所 

(C)従事者の予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

①物品販売事

業 

（本年度は具体的な活動予定なし） － － 

 



 

令和９年度の事業計画書 

 

令和９年４月１日から令和１０年３月 31 日まで 

 

特定非営利活動法人コクリエ 

 

１ 事業実施の方針 

  本年度は、既存の移住定住促進および空き家利活用事業を継続しつつ、

前年度の準備を経て、新たに宅地建物取引業を開始する。朝日町受託の空

き家バンク運営（移住定住促進）と、当法人の宅建業による不動産流通（売

買・賃貸の仲介）を両輪に据え、既存の物件貸付・スペース提供事業とと

もに、朝日町における空き家問題の解決と移住定住のさらなる促進を図る。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施

予定日時 

(B)当該事業の実施

予定場所 

(C)従事者の予定人

数 

(D)受益対象者 

の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

①移住定住促

進事業 

朝日町からの受託事業

である空き家バンクの運

営、移住希望者に対する相

談対応、情報提供、および

地域案内等を実施する。 

(A) 通期 

(B)朝日町内 

(C)4 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

5,479,954 

②空き家利活

用促進事業

及び宅地建

物取引業 

 

所有物件の貸付による

住まいの提供、および空き

家を活用したイベントス

ペースの提供・運営を実施

する。 

宅地建物取引業法に基

づき、空き家等の売買・貸

借の媒介業務等を開始し、

流通を促進する。 

(A)8 月～通期 

(B)朝日町内 

(C)2 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

5,365,204 

③地域環境保

全事業 

（本年度は具体的な活動

予定なし） 

－ － 

 

－ 

④地域振興事

業 

地元商工会等が実施す

る地域活性化事業等の補

助・支援を行う。 

(A)通期 

(B)朝日町内 

(C)1 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

57,091 

⑤関係人口創

出事業 

地域外の人材と連携し

たイベント等の企画・運営

を実施し、関係人口の創出

を図る。 

(A)通期 

(B)富山県内 

(C)1 人 

(D)一般市民 

(E)不特定多数 

11,301 

 

 



(2) その他の事業 

事業名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施予定日時 

(B)当該事業の実施予定場所 

(C)従事者の予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

①物品販売事

業 

（本年度は具体的な活動予定なし） － － 

 






